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経済学研究 46-4
北海道大学 1997.3

く研究ノート>

マネーフローからみたマクロ経済のバランスと経済厚生

小林 好宏

はじめに

本稿は，筆者がこれまで北海道経済の問題と

関わってきたなかで，たえず論議されてきた地域

経済の自立をめぐる問題について，マクロ経済の

メカニズムを通して官依存，財政依存と言われる

地域経済の仕組みを端的に明らかにするとともに，

そのようなマクロ的説明のみでは不充分であるこ

と， しばしばミスリーデイングになることも示し，

マクロ的ノTランスと地域の経済厚生とのギャップ

という基本的問題を指摘しつつ，地域のあるべき

戦略を示すことを目的としている。

北海道が官依存の体質を有し，自立していな

いということは，これまでしばしば指摘されて

きた。その根拠としては一般に公共事業依存型

であること， したがって建設業のウェートが高

いこと等が挙げられた 1)。それ故，固定資本形

成についてみると，全国平均においては民間固

定資本形成 6，政府固定資本形成4であるのに

対し，北海道はその比率が逆転している。こう

した構造をわれわれはかつてマクロ経済の仕組

みから簡潔に説明した 2)。最もわかりやすい説

1)公共事業費のウェートが高いのは北海道に限った
ことではなく日本全体にあてはまる。日本は他の

先進諸国にくらべて，建設投資のウェートが断然
高い。

2)われわれはかつて北海道経済の自立をめぐる論

議の結果をまとめ，そこで主として域際収支の

赤字構造から官依存と言われることのマクロ的

な仕組みからの説明を行った。

稲葉秀三監修黒柳俊夫，小林好宏，谷内
達，原勲共著『自立経済への挑戦北海道

開発の新視点』日本経済新聞社. 1980. 

明は，域際収支からのアプローチである。

北海道経済を特徴づける指標の一つは域際収

支の慢性的赤字であり，域際収支の赤字幅は多

いときで道内純生産の20パーセントにも及ぶ。

もしこれを独立した一国の経済にあてはめるな

ら，貿易収支の慢性的赤字が継続した状態であ

り，その場合，慢性的インフレに悩まされ，対

外借款等，外国からの資金の導入によってしか

成り立たない経済である。もし貿易収支の赤字

を解消しようとするならば，自国通貨の価値の

低下，実質賃金の低下をもたらさざるをえない。

域際収支の赤字が継続する状態というのは域

内生産を域内支出が上回り続けたということで

あり，それだけ域外からの資金の流入がある。

民間資本は投資効率にしたがって移動する。域

際収支の赤字が慢性化している地域は投資効率

が低い，あるいは投資機会の乏しい地域でもあ

る。したがってそれらの地域に流入するのは民

間資金ではない。経済規模が縮小せずに維持さ

れているのは結局財政を通じての資金の流入が

あるからに他ならない。これが財政依存，官依

存と呼ばれる理由にもなっている。しかしこの

説明はややミスリーディングなところがある。

更に，財政資金の流入が地域経済の経済厚生を

どれほど高めているか， もう少し違った視点か

ら検討してみなければならない。以下，簡単な

定式化にもとづいて検討してみよう。

1.域際収支の赤字とマネーフロー

域際収支の赤字構造は一国における貿易収支
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の赤字構造に置き換えることができる。これを

マクロ経済の枠組みで示すと次のように示しう

る。記号を次のように示す。

C:消費 G:政府支出 X:輸出

1 投資 T:税 M:輸入

S 貯蓄

マクロ的な需給均衡は次のように示される。

C+M+T+S=C+X+G+I 

S -1 = (G-T) + (X-M) 
(1) 

(2) 

需給均衡条件は S=Iである。もし S>Iなら

ば， G>T文はX>Mでなければならなし、。

貿易収支が赤字の経済はXくMである。一般

的にはSくIの場合は需要超過であるから好景

気であり XくMとなりがちであり，不況期には

S>Iとなりがちで，その場合はX>Mとなる

傾向がある。構造的に S>I文はSくIとなる

のは，貯蓄率の高さが大きく影響している。

1970年代後半から日米聞の貿易摩擦がめだち

はじめた。日米のマクロ経済からみた特徴を(2)

式を用いて示すと次のようになる。日本は貯蓄

率が高く，米国はきわめて低い。日本経済は高

度成長が終嘉して以後， S>Iの傾向が一般的

になった。この状態で均衡を保つには(所得の

縮小を防ぐには)， G>TかX>Mであること

が必要であり，実際， 1970年代後半は財政の拡

大と輸出の増大によって実質 5%程度の成長を

続けた。 1980年代からは財政再建が至上命令と

なり， G>Tの状態を持続することは困難にな

り， もっぱらX>Mによって均衡を保ってきた。

これが日米貿易摩擦の原因となったのである。

他方米国は貯蓄率がきわめて低く SくIの

傾向が持続している。左辺と右辺がイコールと

なるにはGくT又はXくMが必要である。とこ

ろが財政赤字は続いている。したがって均衡を

保つにはもっぱらXくMにしわょせされる。す

なわち財政赤字と貿易収支の赤字という双子の

赤字に悩まされているのである。

これを資金の流れについてみると， S>Iの

日本は輸出超過，資金過剰型の経済であって，

過剰な資金は海外に流出する(もちろん国際間

の資本移動は金利差に影響されるが)0 Sく I

の米国は輸入超過，資金不足型経済であり，外

国から資金が流入する仕組みとなっている。

2.地域経済のマクロ構造

前節で示した図式を地域経済にあてはめてみ

よう。北海道の場合， XくMすなわち移輸入超

過に特徴がある。 Xは移輸出， Mは移輸入であ

る。 Sは域内の貯蓄 1は域内の投資である。

北海道に限らず地方圏は S>I.すなわち域内

貯蓄が域内投資を上回っている。 S>I. Xく

Mであるから(2)式は次のように示される。

(S-I) + (M-X) = (G-T) (3) 

これは次のことを意味する。マネーフローの面

からみると，民間部門では資金が域外に流出し

ており，それが域内への流入を上回っている。

すなわち流出超過である。これに加えて域際収

支は赤字であり，民間資金の域外流出超過分と

域際収支の赤字分をカバーするだけ，財政部門

(政府部門)で資金の流入がある。

Gは，域内における財政支出であるが，それ

は地方政府の歳出予算と中央政府の出先機関，

国立の諸機関の歳出予算の合計に等しい。 Tは，

地方税とその地域で納めた国税である。いま地

方税をTL，その地域で納めた国税をTNとしょ

つ。

T=TL+TN (4) 

他方，地方自治体の財政支出は，地方債等をゼ

ロとすると，地方税と国から地方に還元される

国税の合計である。地方交付税，地方譲与税，

国庫支出金，その他の国からの補助金が地方に
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還元される。これらを広義の国庫補助金と呼ぼ {(Gs-TN) + Gd 
う。これをGsとする。地方の自主財源にもと (S -I) + (M -X) (7) 

づく財政支出をGLとすると，地方自治体の歳

出額Goは，

GO=GL+GS 

となる。これに国の出先機関，国立の機関等の

予算すなわち中央政府による財，サービスの購

入にあたるものGcが加わる。

G=GL+GS十 Gc

その地域に還流してくる国税とその地域で納め

た国税の比率を財源還流率と言うが，これは，

r=阜X100
LN 

で示される。財源還流率 rが100以上の地域は，

それだけ国の財政への依存度が高いということ

になる。地方交付税の不交付団体を多く含む大

都市圏は rが100以下であり，地方圏の多くは

rが100以上である。また，

mLu
一円切

は財政の依存度， L/G。は自主財源比率であ

る。なお，郵便貯金や簡易保険等はSに含めよ

う。したがって財投資金を通じての地域への投

資は民間投資と同じく Iに含まれる。

さて，北海道においてはs>rであり，財政

資金の流入超過は (s-I) + (M -X)に等

しかった。 (3)式に(4)-(6)式をあてはめると，

(S-I) + (M-X) = 
{(Ga Gs+Gc) 一 (TaTN)}

TL=GLすなわち地方税は自主財源となる。

したがって，

(5) 

すなわち，国の財政からの流入超過分(Gs 

TN) と，国の出先機関等の支出で，域際収支

の赤字 (M-X)と，民間部門の資金流出(相

対的な投資機会の不足を意味する)をカバーし

ていることになる。

(Gs-TN) は，財源還流の超過分である。

これは次のように変形しうる。

(6) G一九)斗(号 1)=九(市サ
右辺の( )は，財源還流率の大きさの度合い

を示している。財源還流率が高いほどその地域

は豊かな地域から所得の再分配を受けている。

このことがしばしば地方圏の大都市圏への依存

の根拠として説明される。

しかし以上のような説明はミスリーディング

な面もある。上述のようにのみ説明すると，貧

しい県は豊かな府県民の納めた国税に依拠して

生活しているかのごとき解釈になってしまうか

らである。この点を以下，具体的に示そう。

3.財政資金流入の根拠

これまでみてきたように財政資金の流入の主

なものは，地方交付税，国庫補助金等，国税の

地方への還元分であり， これは地域聞の所得の

再分配になる。その大半を占める地方交付税は

地域における基準財政需要と財政収入とのギャッ

プを埋めるかたちで交付されるわけであるから，

これはその地域の財政力の弱さをカバーするも

のである。したがって一人当たり所得水準の低

い地域ほど財源還流率は高い。その意味で多か

れ少なかれ低所得地域ほと、国の財政への依存度

は高くなる。北海道の場合，一人当たり道民総

生産は都道府県順位で1995年現在， 27位である。

したがって財源還流率は際立って高いわけでは

ない。しかるに財政を通じての資金の流入の度
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合い (G-T)/Yが高い。これが特に北海道

が官依存と言われる理由である。ではなぜG-
Tが高くなるのか。(6)式のG=GL+GS+Gc 

は，北海道内で支出される財政資金を自主財源

と依存財源，それに中央政府の出先機関の支出

に分けた。国からの財源の還流に含まれていな

いものにGcがある。これが大きければGは大

きくなり， G-Tも大きくなる。更につけ加え

て言えば，これまでの議論においては，社会保

険制度を通じての資金の流出入は省いてきた 3)。

もしこれを含めるとすれば社会保険料の納入を

Tに加え，社会保険金の支払いをGに加えねば

ならない。これをそれぞれTs，G，としよう。

また実際のマネーフローの分析では，財投資金

の流入は政府部門を通じての資金の流入になっ

ている。これらの要因がGを大きくする。北海

道においてはこれら要因が大きし、。以下箇条書

きで列挙しよう。

① 国家公務員の数が多い。北海道には自衛

隊の多くが配備されている。これは当然

G，を増大させ Gを大きくする大きな理

由になる。他方，自衛隊の予算によって調

達される資材等は移輸入である。したがっ

てMを増大させる。これは域際収支の赤字

を財政資金でカバーすると言われることを

裏返しに表現した構造になっている。

② 建設業，水産加工業においては冬期間休

業する場合が多く，通年施工，通年雇用が

困難であるため，雇用保険の支払い超過地

域になっている。 (TsくG，)

③ 一次産業のウェートが高い地域は中央政

3)ここでは国債は無視している。実際は財政資金の
中には国債による資金調達分が含まれており， s 
の中には国債の購入が含まれ，それはGになって

はねかえってくる。地域聞のマネーフローをみる
場合には，国債の購入分と，建設投資などでの
財政支出の地域間の流れを見なければならない。

府による制度資金，財政資金の流入が多い。

これは北海道に限ったことではないが，北

海道は相対的に多い。

④ 地方交付税とは別に流入する財政資金の

中に公共事業費があるが，北海道は人口の

シェアーにくらべて公共事業費のシェアー

が高い。

こうした理由によって北海道では財政資金の

流入超過G-Tが大きくなる。これらのうち，

保護主義的な意味での官依存を特徴づけている

のは，②，④であり，①と③は必ずしも官依存

体質と言うことはできない。例えば自衛隊が多

いということは，安全保障という公共財を供給

していると解釈することもできるし，一次産業

に国の補助金が多く入るのも，食糧安全保障と

いう公共財を農水産物という私的財とともに結

合供給しているのだ，と解釈することも不可能

ではない。もちろんこの公共財供給に対応して

国税が流入してくるのである。したがって域際

収支の赤字，財政資金の流入超過という仕組み

のみを強調するのは，やや一面的である。

4. 地域間マネーフローと経済厚生

これまでは北海道を念頭に入れて財政資金の

流入構造を検討してきた。本節では地方圏一般

について地域間のマネーフローと経済厚生につ

いて検討する。多くの地方ではG>Tの関係が

あり，所得の再分配を受ける側に立っている。

しかし経済厚生という観点からすると，それは

どのように評価されるか。その点を分析する。

(2)式にもう一度立ち返ろう。

S -1 = (G-T) + (X-M) 

において， S>1は計画貯蓄が計画投資を上回っ

ており，それは供給過剰を意味するのであって，

その状態では所得水準が下がり， S = 1となっ
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て均衡するというのがマクロ的にみた有効需要

による所得水準決定のメカニズムである。所得

の低下をもたらさずに均衡を維持するにはG>

TであるかX>Mであることが必要である O 北

海道の場合XくMであって所得水準の維持はもっ

ぱら G>Tによってもたらされる，と説明する

ことができる。

わが国の地方圏は財源還流率が100を越えて

いるところが大部分であり， G>Tである。 X

とMの関係については，低所得地域は概してX

くMとなっているが， これは地方の状況で異な

る。しかし IとSの関係について言えば地方圏

のほとんどは S>1である。これは供給過剰と

いうことと裏腹の関係にあるのだが，それは必

ずしも生産力の高さや域外への供給力の強さを

示すことではなく，むしろ投資需要の乏しさ，

投資機会の乏しさ，つまるところ投資効率の低

さを示すものに他ならない。これをマネーフロー

の面から言うならば，地方圏は資金の貸し手で

あり大都市圏は資金の借り手である。地方圏に

おいて計画投資を上回る計画貯蓄の超過分は大

都市圏に流出しているのであるり。

たしかに， もし地域聞の所得再分配にあたる

財源の還流がなければ地方圏の所得水準はいっ

そう低下したであろう。北海道のように域際収

支の赤字地域は (S-I) + (M-X)に等し

いだけの財政資金の流入超過によって所得水準

は保たれている。財源の還流による地域間所得

再分配は地域聞の所得格差を縮小するのに役立つ

ていることは疑いえない。しかし経済厚生的な

効果についてみるとどうであるか。単純なケイ

ンズモデノレにしたがうと，雇用水準は所得水準

4)地方圏から大都市圏への資金の流れは，金融機

関の聞の資金の貸借関係とも対応している。地

方圏で多くの貯蓄を集めているのは地銀，旧相

互銀行(第二地銀)，信用金庫等である。一方
都銀は圧倒的に大都市圏で貸し出しを行ってい
るが，短期のコール市場で、は，地銀がコールロー

ンの貸し手，都銀がコールマネーの借り手であ

り， ここでも地方から大都市圏への資金の流れ

がある。

と一義的な関係にある。したがって一方で民間

資金が大都市圏に流出しでも，それを補うだけ

財政資金の流入があれば所得水準は変わらない

ことになる。いまX=Mの地域を考えよう。 S-

IとG-Tが等しい場合，民間資金の流出分だ

け財政資金の流入超過がある。これで均衡所得

水準は維持されているが， 1>S， GくTの大

都市圏と S>I， G>Tの地方圏では雇用に与

える効果，事業活動の誘発効果等が異なる。 S，

I， G， T， X， Mの大小関係ごとに地方圏を

タイプ分けして考えてみよう。

[ケース1] S> I. G=T， X>M 

移輸出超過で財政資金の流入超過がない地域

である。これはわが国の地方圏ではほとんど無

い。このタイプに近いと考えられるのは，まず

豊かな農村部を有し，一次産業のウェートが高

く，農産物の移輸出で維持されている地域であ

る。この場合，域内への投資活動は活発ではな

いが，所得水準は高く，財政資金の流入超過は

無いという構造である。しかし， こういうこと

はほとんど生じない。日用品は移輸入が多いか

ら，一次産業の多い地域はXくMになりがちで

ある。 S>I， G=T， X>Mの関係は1970年

代後半以降，特に1980年代のわが国の構造がこ

れである。これと同じタイプの地方圏を求める

としたなら，輸出品を製造している工場を多く

かかえた地域がこれにあたるかもしれなし、。し

かし，工業地域は S>1よりも SくIになると

考えられる。

[ケース 2J S>I. G>T， X=M 

これは域際収支がほぼ均衡しているが，投資

機会が之しく，民間資金は流出し，逆に財政資

金が流入するケースであって， これは比較的み

られる現象である。地方圏の工業地域に関して

は比較的これに近い状態がありうる。
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[ケース 3J S>I. G>T， XくM

北海道や沖縄がこのタイプの典型である。こ

の場合はたしかにマネーフローの面からみても，

財政依存型である。

[ケース 4J Sく1， G=T， X>M 

これは大都市圏型に近い地方圏で，工業県が

これにあたるが，地方圏に例は少なし、。

結局.地方圏で最も一般的なのは，ケース 2

とケース 3である。すでに述べたように，大都

市圏と比較した場合，対照的なのはケース 2で

ある。この場合の経済厚生的意味を考えよう。

地方圏では貯蓄超過があり，大都市圏に資金が

流出する。他方，政府部門を通じて財政資金の

流入超過がある。大都市圏を添字 1，地方圏を

添字 2で示そう。

大都市圏では，

S，< 1 1， G，<T" Xl=Ml 

地方圏では，

S2> 1 2・G2>T2，X2=M2 

と仮定する。

11-S ι=Tl-Gl 

S2-12=G2一T2

1 = 11+ 1ぉ S=S，+S，
1 = S 

したがって，

I:-Sl=S2-12 

T，-G，=G，，-T， 

の関係がある。民間資金の地方圏からの大都市

圏への流出超過に等しいだけ，財政を通じて大

都市圏から地方圏への財政資金の移転がある。

大都市圏へ流出した民間資金は民間資本形成と

なり，実物資本に形を変えて雇用の増加をもた

らす。地方圏へ移転した財政資金の一部は政府

固定資本の形成というかたちで社会資本ストッ

クを形成するが，雇用の波及効果は弱い。なぜ

なら民間投資の雇用誘発効果は直接的であるの

に対し，社会資本の場合は間接的だからである伊

たしかにインフラストラクチュアを建設する過

程で建設関連の雇用は増大するものの，継続的

な建設投資が行われなければ雇用は持続的に維

持されな L、。これに対して製造工業等への設備

投資は，事業活動の維持拡大のための投資であ

り，雇用の創出，及び継続の効果は大きいので

ある。

短期的にマクロ的な需給均衡条件とマネーフ

ローをみると，民間資金の流出と財政資金の流

入が一致しているなら所得水準は変わらなL、か

に見えるが，長期をとってみると，それがもた

らす所得と雇用の波及効果は明らかに異なって

〈る。たしかに，地方圏から流出した資金は，

利子や配当となって還流してくるが，それは地

方圏のせ二産活動の拡大と雇用の増大につながっ

てL、かない。

これまで一貫して生じていた地方閣から大都

市圏への資金の流出は，それと同額の財政によ

る所得再分配を行ったとしても，地方圏の経済

厚生を等しく高めるわけではないのである。結

局のところ地方圏における投資機会をいかにっ

くり出すか，地方の事業体が利益を地元に再投

資するなり，域外から資本を導入するかしなけ

れば，民間資金の域外流出によってもたらされ

る厚生上の損失はカノイーできないのである。




